
令和３年度税制改正大綱の概要                     株式会社コントロール社 

本稿は、『令和３年度税制改正大綱』(令和２年12月10日 自由民主党･公明党)を基に、その他各省庁資料などから参考資料を抜粋して作成しています。 

今後法令の詳細が明らかになりました際に、記事内容と相違が出る可能性がありますことを予めご了承ください。         禁無断複写・転載 

３ 法人課税 

(１)デジタルトランスフォーメーション投資促進税制の創設(大綱 P.57) 

産業競争力強化法の改正を前提に、青色申告書を提出する法人で同法の事業適応計画(仮称)について

同法の認定を受けたものが、同法の改正法の施行の日から令和５年３月31日までの間に、その事業適応計

画に従って実施される産業競争力強化法の事業適応(仮称)の用に供するためにソフトウエアの新設若し

くは増設をし、又はその事業適応を実施するために必要なソフトウエアの利用に係る費用(繰延資産とな

るものに限る。)の支出をした場合には、次の措置を講じることとされます。 

①取得等をして国内にある事業の用に供した事業適応設備(注１)の取得価額の30％の特別償却とその取得

価額の３％(グループ(注２)外の事業者とデータ連携をする場合には、５％)の税額控除との選択適用が

できることとされます。 

②上記の繰延資産の額の30％の特別償却とその繰延資産の額の３％(グループ外の事業者とデータ連携

をする場合には、５％)の税額控除との選択適用ができることとされます。 

ただし、税額控除における控除税額は、カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の税額控除制度に

よる控除税額との合計で当期の法人税額の20％が上限とされます。 

(注１)事業適応設備とは、事業適応計画に従って実施される事業適応(生産性の向上又は需要の開拓に

特に資するものとして主務大臣の確認を受けたものに限ります。)の用に供するために新設又は

増設をするソフトウエア並びにそのソフトウエア又はその事業適応を実施するために必要なソ

フトウエアとともに事業適応の用に供する機械装置及び器具備品をいい、開発研究用資産を除

きます。 

(注２)グループとは、会社法上の親子会社関係にある会社によって構成されるグループをいいます。 

(注３)対象資産の取得価額及び対象繰延資産の額の合計額のうち本制度の対象となる金額は300億円

が限度とされます。 

  適用期日等：産業競争力強化法の改正法の施行の日から令和５年３月31日までの間に 

事業適応設備の取得等をして、国内にある事業の用に供した場合について適用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 
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(２)試験研究を行った場合の税額控除制度(研究開発税制)の見直し(大綱 P.57) 

①試験研究費の総額に係る税額控除制度について、次の見直しが行われます。 

イ 税額控除率を次のとおり見直し、その下限を２％(現行：６％)に引き下げた上、その上限を14％(原

則：10％)とする特例の適用期限が２年(令和５年３月31日まで)延長されます。 

(イ)増減試験研究費割合が9.4％超 10.145％＋(増減試験研究費割合－9.4％)×0.35 

(ロ)増減試験研究費割合が9.4％以下 10.145％－(9.4％－増減試験研究費割合)×0.175 

ロ 令和３年４月１日から令和５年３月31日までの間に開始する各事業年度のうち基準年度比売上金額

減少割合(注１)が２％以上であり、かつ、試験研究費の額が基準年度試験研究費の額(注２)を超える事業

年度(研究開発を行う一定のベンチャー企業の控除税額の上限の特例の適用を受ける事業年度を除

きます。)の控除税額の上限に当期の法人税額の５％を上乗せすることとされます。 

(注１)基準年度比売上金額減少割合とは、当期の売上金額が令和２年２月１日前に最後に終了した事

業年度の売上金額に満たない場合のその満たない部分の金額のその最後に終了した事業年度の

売上金額に対する割合をいいます。 

(注２)基準年度試験研究費の額とは、令和２年２月１日前に最後に終了した事業年度の試験研究費の

額をいいます。 

ハ 試験研究費の額が平均売上金額の10％を超える場合における税額控除率の特例及び控除税額の上限

の上乗せ特例の適用期限が２年(令和５年３月31日まで)延長されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 
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②中小企業技術基盤強化税制について、次の見直しが行われます。 

イ 令和３年４月１日から令和５年３月31日までの間に開始する各事業年度のうち基準年度比売上金額

減少割合が２％以上であり、かつ、試験研究費の額が基準年度試験研究費の額を超える事業年度の控

除税額の上限に当期の法人税額の５％を上乗せすることとされます。 

ロ 増減試験研究費割合が８％を超える場合の特例を増減試験研究費割合が9.4％を超える場合に次の

とおりとする特例に見直した上、その適用期限が２年(令和５年３月31日まで)延長されます。 

(イ)税額控除率(12％)に、増減試験研究費割合から9.4％を控除した割合に0.35を乗じて計算した

割合が加算されます。 

(ロ)控除税額の上限に当期の法人税額の10％を上乗せすることとされます。 

ハ 試験研究費の額が平均売上金額の10％を超える場合における税額控除率の特例及び試験研究費の額

が平均売上金額の10％を超える場合(上記ロの適用がある場合を除きます。)における控除税額の上

限の上乗せ特例の適用期限が２年(令和５年３月31日まで)延長されます。 

(注)税額控除率は、17％が上限とされます(現行と同じです。)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 

③特別試験研究費の額に係る税額控除制度について、対象の追加など所要の措置が行われます。 

④研究開発税制の対象となる試験研究費について、クラウドを通じてサービス提供を行うソフトウェア

に関する研究開発を支援対象に追加するなど、所要の見直しが行われます(大綱 P.66)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 
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(３)給与等の引上げ及び設備投資を行った場合の税額控除制度の見直し(大綱 P.60) 
青色申告書を提出する法人が、令和３年４月１日から令和５年３月31日までの間に開始する各事業年

度において国内新規雇用者に対して給与等を支給する場合において、新規雇用者給与等支給額(注１)の新

規雇用者比較給与等支給額(注２)に対する増加割合が２％以上であるときは、控除対象新規雇用者給与等

支給額(注３)の15％の税額控除ができる制度とされます。この場合において、教育訓練費の額の比較教育訓

練費の額(注４)に対する増加割合が20％以上であるときは、控除対象新規雇用者給与等支給額の20％の税

額控除ができることとされます。ただし、控除税額は、当期の法人税額の20％が上限とされます。 

※１ 設立事業年度は対象外とされます。 

※２ 給与等の支給額から控除する｢給与等に充てるため他の者から支払を受ける金額｣について、その

範囲を明確化するとともに、新規雇用者給与等支給額及び新規雇用者比較給与等支給額からは雇

用調整助成金及びこれに類するものの額を控除しないこととされます。 

(注１)新規雇用者給与等支給額とは、国内の事業所において新たに雇用した雇用保険法の一般被保険

者(支配関係がある法人から異動した者及び海外から異動した者を除きます。)に対してその雇

用した日から１年以内に支給する給与等の支給額をいいます。 

(注２)新規雇用者比較給与等支給額とは、前期の新規雇用者給与等支給額をいいます。 

(注３)控除対象新規雇用者給与等支給額とは、国内の事業所において新たに雇用した者(支配関係があ

る法人から異動した者及び海外から異動した者を除きます。)に対してその雇用した日から１年

以内に支給する給与等の支給額をいいます。ただし、雇用者給与等支給額から比較雇用者給与等

支給額を控除した金額を上限とするとともに、地方活力向上地域等において雇用者の数が増加

した場合の税額控除制度の適用がある場合には、所要の調整が行われます。 

(注４)比較教育訓練費の額は、前期の教育訓練費の額とされます。 

適用期日等：令和３年４月１日から令和５年３月31日までの間に開始する各事業年度について適用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 
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(４)繰越欠損金の控除上限の特例の創設(大綱 P.61) 

産業競争力強化法の改正を前提に、青色申告書を提出する法人で同法の改正法の施行の日から同日以

後１年を経過する日までの間に産業競争力強化法の事業適応計画(仮称)の認定を受けたもののうちその

事業適応計画に従って同法の事業適応(仮称)を実施するものの適用事業年度(注１)において特例対象欠損

金額(注２)がある場合には、その特例対象欠損金額については、欠損金の繰越控除前の所得の金額(その所

得の金額の50％を超える部分については、累積投資残額(注３)に達するまでの金額に限る。)の範囲内で損

金算入できることとされます。 

※事業適応は、経済社会情勢の著しい変化に対応して行うものとして一定の基準に該当するものに限り

ます。 

(注１)適用事業年度とは、次のいずれにも該当する事業年度をいいます。 

①基準事業年度(特例対象欠損金額が生じた事業年度のうちその開始の日が最も早い事業年度

後の事業年度で所得の金額が生じた最初の事業年度をいう。)開始の日以後５年以内に開始し

た事業年度であること。 

②事業適応計画の実施時期を含む事業年度であること。 

③令和８年４月１日以前に開始する事業年度であること。 

(注２)特例対象欠損金額とは、令和２年４月１日から令和３年４月１日までの期間内の日を含む事業

年度(一定の場合には、令和２年２月１日から同年３月31日までの間に終了する事業年度及びそ

の翌事業年度)において生じた青色欠損金額をいいます。 

(注３)累積投資残額とは、事業適応計画に従って行った投資の額から既に本特例により欠損金の繰越

控除前の所得の金額の50％を超えて損金算入した欠損金額に相当する金額を控除した金額をい

います。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●計画認定について 

・企業は、ポストコロナに向けた取組(事業の再構築等)や、取組を進める上で必要となる投資(単純な維持・更新投資は

対象外)を記載した事業計画を策定。また、計画にはROAを５％ポイント以上引き上げる等の目標も記載。 

・事業所管大臣が計画を認定。認定された計画は公表。 

●特例の対象となる欠損金 

・原則として、2020年度・2021年度に生じた欠損金が対象。(2019年度の欠損金もコロナ禍の影響を受けたと認められる

場合には対象。いずれにせよ、最大２事業年度。) 

●控除上限を引き上げる期間 

・繰越期間は最長５年間 

●特例による控除上限の引き上げ額 

・認定された事業計画に基づいて実施した投資について、事業所管大臣が確認。企業は確認された投資額の範囲内で、

特例を受けることが可能(最大100％)。 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 
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(５)株式対価Ｍ＆Ａを促進するための措置の創設(大綱 P.63) 

法人が、会社法の株式交付により、その有する株式を譲渡し、株式交付親会社の株式等の交付を受けた

場合には、その譲渡した株式の譲渡損益の計上を繰り延べることとされます。 

(注１)対価として交付を受けた資産の価額のうち株式交付親会社の株式の価額が80％以上である場合に限

ることとし、株式交付親会社の株式以外の資産の交付を受けた場合には株式交付親会社の株式に対応

する部分の譲渡損益の計上が繰り延べられます。 

(注２)株式交付親会社の確定申告書の添付書類に株式交付計画書及び株式交付に係る明細書を加える(株式

交換及び株式移転についても同様とされます。)とともに、その明細書に株式交付により交付した資

産の数又は価額の算定の根拠を明らかにする事項を記載した書類を添付することとされます。 

(注３)外国法人の本措置の適用については、その外国法人の恒久的施設において管理する株式に対応して株

式交付親会社の株式の交付を受けた部分に限ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 

 

(６)カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の創設(大綱 P.67) 

産業競争力強化法の改正を前提に、青色申告書を提出する法人で同法の中長期環境適応計画(仮称)に

ついて同法の認定を受けたものが、同法の改正法の施行の日から令和６年３月31日までの間に、その中長

期環境適応計画に記載された産業競争力強化法の中長期環境適応生産性向上設備(注１)(仮称)又は中長期

環境適応需要開拓製品生産設備(注２)(仮称)の取得等をして、国内にある事業の用に供した場合には、その

取得価額の50％の特別償却とその取得価額の５％(温室効果ガスの削減に著しく資するものにあっては、

10％)の税額控除との選択適用ができることとされます。ただし、税額控除における控除税額は、デジタ

ルトランスフォーメーション投資促進税制の税額控除制度による控除税額との合計で当期の法人税額の

20％が上限とされます。 

※対象資産の取得価額の合計額のうち本制度の対象となる金額は500億円が限度とされます。 

(注１)中長期環境適応生産性向上設備とは、産業競争力強化法の生産性向上設備等のうち、生産工程の効率

化による温室効果ガスの削減その他の中長期環境適応(仮称)に用いられるものをいいます。 

(注２)中長期環境適応需要開拓製品生産設備とは、中長期環境適応に用いられる製品であって、温室効果ガ

スの削減に資する事業活動に特に寄与する製品その他の我が国事業者による新たな需要の開拓に寄

与することが見込まれる製品として主務大臣が定める製品の生産に専ら使用される設備をいいます。 

適用期日等：産業競争力強化法の改正法の施行の日から令和６年３月31日までの間に 

中長期環境適応生産性向上設備又は中長期環境適応需要開拓製品生産設備の取得等をして、 

国内にある事業の用に供した場合について適用 
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(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 

 

(７)中小企業税制の延長・廃止等(大綱 P.68) 

①中小企業者等の法人税の軽減税率の特例の適用期限が２年延長されます。 

対象 本則税率 租特税率 

大法人(資本金１億円超の法人) 所得区分なし 23.2％ － 

中小法人(資本金１億円以下の法人) 
年800万円超の所得金額 23.2％ － 

年800万円以下の所得金額 19％ 15％ 

適用期日等：令和５年３月31日まで延長 

②中小企業投資促進税制について、商業・サービス業・農林水産業活性化税制の対象業種と統合した上、

その適用期限が２年延長されます。 

適用期日等：令和５年３月31日まで延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 
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③特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別償却又は税額控除制度は、適用期限の到来を

もって廃止されます。 

適用期日等：令和３年３月31日をもって廃止 

④中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度(中小企業経営強

化税制)について、関係法令の改正を前提に特定経営力向上設備等の対象に計画終了年度に修正ＲＯＡ

又は有形固定資産回転率が一定以上上昇する経営力向上計画(経営資源集約化措置(仮称)が記載され

たものに限る。)を実施するために必要不可欠な設備を加えた上、その適用期限が２年延長されます。 

適用期日等：令和５年３月31日まで延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 

⑤地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の特別償却又は税額控除制

度(地域未来投資促進税制)について、所要の措置を講じた上、その適用期限が２年延長されます。 

適用期日等：令和５年３月31日まで延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 
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(８)所得拡大促進税制の見直し(大綱 P.71) 

中小企業における所得拡大促進税制について、次の見直しを行った上、その適用期限が２年延長されま

す。 

①適用要件のうち、継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対する増加割合が1.5％以

上であることとの要件が、雇用者給与等支給額の比較雇用者給与等支給額に対する増加割合が1.5％以

上であることとの要件に見直されます。 

②税額控除率が25％となる要件のうち、継続雇用者給与等支給額の継続雇用者比較給与等支給額に対す

る増加割合が2.5％以上であることとの要件が、雇用者給与等支給額の比較雇用者給与等支給額に対す

る増加割合が2.5％以上であることとの要件に見直されます。 

(注)給与等の支給額から控除する｢給与等に充てるため他の者から支払を受ける金額｣について、その

範囲を明確化するとともに、次の見直しが行われます。 

ア 上記①及び②の要件を判定する場合には、雇用調整助成金及びこれに類するものの額を控除

しないこととする。 

イ 税額控除率を乗ずる基礎となる雇用者給与等支給額から比較雇用者給与等支給額を控除した

金額は、雇用調整助成金及びこれに類するものの額を控除して計算した金額を上限とする。 

適用期日等：令和５年３月31日まで延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 
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(９)中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設(大綱 P.72) 

中小企業等経営強化法の改正を前提に、青色申告書を提出する中小企業者(注)(適用除外事業者に該当す

るものを除く。)のうち同法の改正法の施行の日から令和６年３月31日までの間に中小企業等経営強化法

の経営力向上計画(経営資源集約化措置(仮称)が記載されたものに限ります。)の認定を受けたものが、そ

の認定に係る経営力向上計画に従って他の法人の株式等の取得(購入による取得に限ります。)をし、か

つ、これをその取得の日を含む事業年度終了の日まで引き続き有している場合(その株式等の取得価額が

10億円を超える場合を除きます。)において、その株式等の価格の低落による損失に備えるため、その株

式等の取得価額の70％以下の金額を中小企業事業再編投資損失準備金として積み立てたときは、その積

み立てた金額は、その事業年度において損金算入できることとされます。 

この準備金は、その株式等の全部又は一部を有しなくなった場合、その株式等の帳簿価額を減額した場

合等において取り崩すほか、その積み立てた事業年度終了の日の翌日から５年を経過した日を含む事業

年度から５年間でその経過した準備金残高の均等額を取り崩して、益金算入することとされます。 

(注)中小企業者とは、中小企業等経営強化法の中小企業者等であって租税特別措置法の中小企業者に該

当するものをいいます。 

 

 

 

 

 

(出典：経済産業関係 令和３年度税制改正について) 

 

(10)その他の租税特別措置等(大綱 P.73) 

①高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度は、所要の経過措置を講じ

た上、令和３年３月31日をもって廃止されます。 

②大企業につき研究開発税制その他生産性の向上に関連する税額控除の規定を適用できないこととする

措置について、本措置の対象に、カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の税額控除及びデジタル

トランスフォーメーション投資促進税制の税額控除を加えるなどの見直しを行った上、その適用期限

が３年(令和６年３月31日まで)延長されます。 

適用期日等：令和６年３月31日まで延長 

③特別事業再編を行う法人の株式を対価とする株式等の譲渡に係る所得の計算の特例については、適用

期限(令和３年３月31日)の到来をもって廃止されます。 

適用期日等：令和３年３月31日をもって廃止 


